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～ は じ め に ～ 

 

 本市では、「市民自治都市」の実現をめざし、新しいまちづくりのための取

組みを進めています。その根本となる「岸和田市自治基本条例」が、平成 16

年 12 月に可決され、平成 17 年８月１日から施行されています。 

 その一方で、全国的な動向として、いわゆる 2007 年問題が目前に迫り、にわ

かに地域社会が騒がしくなってきています。300 万人いるといわれている「団

塊の世代」が定年退職を迎え、大量の人材が労働市場から姿を消すことから生

じる様々な問題です。 

 しかし、この問題は地域社会にとっては、豊富な知識と経験をもった大量の

人材が流入することを意味し、新しいまちづくりを協働によって進める絶好の

チャンスとなります。そして、このチャンスを活かすも、潰すも、行政の担い

手である自治体の職員次第です。 

 このようななかで、職員には、自ら進んで意識改革をはかり、積極的に課題

を発見し、解決策を立案する「政策形成能力」の向上が、これまで以上に求め

られています。 

 昭和 63 年度より中堅職員を対象として、それぞれの時代に応じたテーマで、

職員の問題発見能力・情報分析能力・創造能力の向上を目指した「行政課題研

究」研修を実施してきました。 

 16 回目となる今年度は、「地域マンパワーの活用方法」をテーマに、１グル

ープ５名の研修生が調査、研究を行いました。本報告書は約９ヶ月にわたる研

修の成果をまとめたものです。 

 職員の皆さんには、是非ご一読いただき、研修の成果が研修生だけのもので

なく、職員全体のものとなるようにしていただきたいと思います。 

 最後になりましたが、この研修に際して聞き取り調査、資料提供など、ご協

力いただきました皆様に心から御礼を申し上げます。 

 

 

 

                                            平成 18 年３月 

                                              市 長 公 室 人 事 課 
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平成１７年度行政課題研究報告 

 

 テーマ 

  「地域マンパワーの活用方法」 
   ～協働の視点から地域の人的資源を考える～ 

 

 

１．研究テーマ 

 

２．はじめに 

 

３．岸和田市の現状 

 

４．岸和田市での取り組み 

 

５．他市の取り組み 

 

６．アンケート調査 

 

７．考察 

 

８．提案 

 

９．おわりに 

 

               都市整備部公園緑地課 原 英臣  

               下水道部下水道整備課 秦 威夫  

               建設部街路課     正保 靖之 

               市民生活部保険年金課 今口 佳子 

               総務部市民税課    前田 英子 
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「地域マンパワーの活用方法」研究の概要 

 

１．研究をはじめるにあたって 

 

本研究のテーマは、「地域マンパワーの活用方法～協働の視点から地

域の人的資源を考える～」です。 

 「団塊の世代」が定年退職を迎える２００７年問題は、雇用する側

である企業の課題であると同時に、大量の人材が流入する地域社会に

とっても、それに関わる行政にとっても重要な課題です。 

 「団塊の世代」の豊富な知識と経験は貴重なものであり、地域社会

で活躍してもらうよい機会です。そのことは、地域社会での市民と行

政との「協働」ということからも重要です。 

 そのためにまず私たちは、岸和田市での「団塊の世代」と「協働」

についての現状と他市の事例について調査しました。 

 

２．岸和田市の現状 

 

 岸和田市における「団塊の世代」の全人口に占める割合は、全国の

その割合とほぼ同じです。５６歳から５８歳の人口は約１万人、その

内約４０００人が定年退職されると予想されます。 

そして「団塊の世代」の定年退職後、より一層高齢化が進むことが

予想されます。本市では対象者を「団塊の世代」に限定した事業はあ

りませんが、高齢者に向けた様々な事業が計画されています。 

また、「協働」については、平成１７年に市民自治都市の実現に向け

て「公民協働の指針」を策定しています。 

 

３．他市の取り組み 

 

岸和田市と同じような取り組みを計画、実施している自治体は数多

くあります。それらの事業を開始した時期が違うこともありますが、

その事業の内容、進捗の程度にも自治体ごとの特徴があります。そこ

で、その理由を調べ、岸和田市の状況と比較するために、事業の進捗

の異なる川崎市、高槻市、三鷹市の視察を行いました。 

サマリー 
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川崎市では高齢化社会に向け、概ね５０歳以上のシニアが経験・知

識を十分に発揮して地域で活動できるようにワークショップを行って

います。今まで地域活動に参加してこなかった市民に、いかに興味を

持ち参加してもらうかが課題となっています。  
高槻市、三鷹市においては、概ね５０歳以上の人を対象としたマッ

チング事業などが実施されています。両市は、従来から市民による地

域活動が盛んであり、特に三鷹市では市民により市の基本計画が作成

されたことからも、行政への住民参加の意識の高さが伺えます。 

  

４．アンケート調査 

 

 地域活動について市民はどう考えているのかということを知る目的

で、アンケート調査を行いました。 

 結果を見ると、年齢を追うごとに地域での活動に興味がある人の割

合が増え、きっかけさえあれば多くの人が退職後も何らかの地域活動

をしたいと思っていることが分かりました。 

 

５．提案 

 

 市民と行政が「協働」していくためには、今まで地域社会に入って

こなかった人々を地域活動へ誘導するきっかけが必要です。 

 「団塊の世代」も含めて会社などに勤めていた人々は、地域の中で

横のつながりがなく、自ら何かの活動に参加しようと思う人が少ない

と考えられます。  
このことから、行政は、広く市民が地域や市政を知るきっかけ（機

会）をつくり、そこに参加してみようと思えるような場をつくること

が必要です。 

そのきっかけの場として、“還暦式”を提案します。  
 “還暦式”の対象を成人式と同じように、同級生に絞ることにより

同窓会のような気持ちで参加してもらえればと思います。  
これから定年退職を迎える多くの市民が、経験や知識を活かした地

域活動を積極的に行ってもらうため、行政としてできることはスムー

ズに地域活動へ参加できるようなきっかけをつくることが重要だと考

えます。 
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１．研究テーマ 

 

「地域マンパワーの活用方法」 

         ～協働の視点から地域の人的資源を考える～ 

 

昭和２２年（１９４７年）から昭和２４年（１９４９年）にかけて

生まれた「団塊の世代」が６０歳の定年退職を迎えるという社会的変

化（いわゆる「２００７年問題」）に注目が集まっています。 

 この２００７年問題について、全国の企業を対象に行った厚生労働

省の調査結果によると、従業員規模の大きい企業ほど危機感を強めて

いることがわかりました。 

 ３００万人いるといわれている「団塊の世代」が定年退職を迎える

と、大量の人材が労働市場から姿を消すことになります。それは地域

に大量の人材が流入することを意味します。 

 「地域デビュー」する人たちにこれまでの知識と経験を活かして、

地域活性化のために活躍してもらう場をどのように設定するのかが地

域の課題となっています。その課題解決のために、地域への行政の関

わり方を協働の視点から調査研究し、実践的な提言を行います。 

 

２．はじめに 

 

 上記テーマにもあるように、「団塊の世代」が定年退職を迎える２０

０７年問題は、雇用する側である企業の課題であると同時に、大量の

人材が流入する地域社会にとっても、それに関わる行政にとっても重

要な課題です。 

 「団塊の世代」は日本の高度経済成長を支え、様々な企業活動の中

心的な役割を担ってきました。そんな人々が同時期に退職を向かえる

ことは、貴重な人材が一気に流出することとなり、企業活動に支障が

出る恐れがあります。そのため企業は、自らの活動に支障の出ないよ

うにする必要があり、２００７年問題に危機感を強めているのです。

そのことからも分かるように「団塊の世代」の人々の豊富な知識と経

験は貴重なものです。それは企業活動だけではなく地域社会にとって

も同じです。今まで地域活動に参加してこなかった「団塊の世代」に

地域社会で活躍してもらうよい機会です。 

 現在岸和田市では、自治基本条例の制定など市民と行政が「協働」

していくという観点から様々な取り組みが行われています。そんな中
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で「地域デビュー」する「団塊の世代」に地域社会において豊富な知

識・経験を活かして活躍してもらえたら、今後市民と行政が「協働」

していく上で中心的な役割を担ってもらえると考えられます。 

 

３．岸和田市の現状 

  

 まず、岸和田市の「団塊の世代」について調べました。 

 岸和田市における５６歳から５８歳の人口は約１万人にのぼり、そ

の内約４０００人が定年退職されると推計されます。また、本市の人

口推計を見ると、国全体と同じく今後は高齢化が進行し、全体に占め

る６０歳以上の高齢者の人口割合は、２００５年現在の２５％から１

０年後には２９％となり一層深刻になることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 岸和田市の年齢別人口（岸和田市企画課資料より作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 人口推計による高齢者の割合（岸和田市企画課資料より作成） 
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４．岸和田市での取り組み 

 

「団塊の世代」が地域社会へ流入するのは、定年退職後です。そう

なった「団塊の世代」はやがて高齢者と言われる年代になります。「団

塊の世代」に地域社会で活躍してもらい、行政と「協働」できるよう

に誘導するためには、「団塊の世代」が「高齢者」となることも考慮し

なければなりません。 

 岸和田市では今、「協働」あるいは「高齢者」というキーワードのも

とでどんな取り組みをしているのか、確認する必要があります。 

 

（１）これまでの「協働」への流れ 

 
 第３次岸和田市総合計画において「市民自治都市」の実現に向けて

「公民協働によるまちづくり」が進められてきました。  
  

平成１２年３月 岸和田市市民活動支援に関する提言 

        市民活動支援のため協働推進ネットワークづくり 

が提言される 

平成１６年３月 まちづくり・ざいせい岸和田委員会の設置 

        市民と行政のパートナーシップを実りあるものと

するため情報を共有し、財政危機の克服、まちづ

くりを共に考えていく場として設置 

平成１７年６月 「公民協働の指針」を策定 

平成１７年８月 岸和田市自治基本条例を施行 

市民が市政に参画するための基本的な考えや情報

共有・協働のルールを定めて共通の指針としてい

くもの 

 

（２）総合計画における平成１７年度実施計画事業 

 

  ○協働やボランティア、地域コミュニティ支援 

  「公民協働システム推進事業」 

  「ボランティア活動促進事業」 

  「地区市民協議会運営助成事業」 

  「コミュニティリーダー研修会の開催」 
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 ○高齢者の就業や健康づくりのための事業 

  「高年齢者職業相談事業」 

  「高齢者の生きがいと健康づくり推進事業」 

  「シルバー人材センター運営支援事業」 

 

 ○社会福祉事業の支援として岸和田市社会福祉協議会を助成   

している事業 

  「小地域ネットワーク推進事業」 

 

５．他市の取り組み 

 

 上記にあるように、岸和田市では、今回のテーマに対して有効な手

段となりえる事業もあります。 

 それらの事業が「団塊の世代」に充分アピールし、地域で活躍して

もらえるようになるにはどうすればよいのかを考える必要があります。 

 ここで岸和田市以外に目を向けてみると、同じような事業を計画、

実施している自治体は数多くあります。しかし、それぞれの自治体に

よって特徴や進捗が異なります。同じように取り組んでいながらなぜ

違うのか、その中に岸和田市ではどうすべきかというヒントがあるか

もしれません。 

 そこで、岸和田市と同じような事業を計画、実施している自治体の

中から、その進捗の異なる川崎市、高槻市、三鷹市の視察を行うこと

としました。 

 

（１）川崎市 

 

 川崎市は東京、横浜にはさまれた人口約１３０万人、面積１４５k

㎡の政令指定都市です。 

川崎市では、平成１７年度に「川崎新総合計画」（川崎再生フロンテ

ィアプラン）という“まちづくりの基本方針”が策定されています。

その中では高齢者に対しての様々な施策が考えられています。この「川

崎新総合計画」には、シニア世代の豊富な経験を活かすしくみづくり

という項目があり、シニア世代が地域社会で能力を発揮するための支

援事業が計画、実施されています。 

 その中で、概ね５０歳以上の人々を対象としている「シニア能力地

域活用システム構想事業」について調査を行いました。 
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○シニア能力地域活用システム構想事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この事業は、シニア世代が多様な経験・知識・能力を十分に発揮で

きるように市民が具体的な地域活動モデルを考え、地域社会の課題解

決や地域での支え合いのしくみをつくるための支援事業です。平成１

６年度に地域再生計画として国の認定を受け事業を開始し、市民公募

でシニア地域活動モデル創造ワークショップを行っています。 

 

 平成１６年度のワークショップ

への参加条件は、市内在住・在勤

の方で年齢は問わず、「経験・知識

を地域に活かすために、何ができ

るか」を小論文として提出するこ

とでした。結果、募集人数３０人

のところ３７人の応募があり、全

員参加となりました。 

 ワークショップの内容は、地域

にどの様な課題があり、どの様に

解決していくかの提案を持ち寄り、

グループ別に議論して具体的な解

決手法を考え、市が主催するシニ

アフォーラムで発表を行うとい

図５－１ シニア能力地域活用システム構想  

図５－２ 平成１７年度 公募チラシ  
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うものでした。そういった活動を通じて自主的に活動を行うグループ

も生まれており、団塊の世代の受け皿として“かわさき創造プロジェ

クト”という活動団体が生まれました。 

 “かわさき創造プロジェクト”は、設立当初２０名でしたが、現在

は５０名に増え、主にＩＴ関係を中心に幅広い活動をしています。今

後はＮＰＯ法人化を目指しています。また、川崎市でも将来的には市

の事業を委託することも考えています。 

 平成１７年度のワークショップへの参加条件は、地域活動の中心と

なり広げたい人、また起業・ＮＰＯ・ボランティア活動を進めていき

たいと考えている人に限定し、応募動機を小論文として提出すること

でした。結果、募集人数１５人程度のところ１２人の応募があり、全

員参加しています。 

 ワークショップの内容は、地域活動に必要な知識を講義で学び、次

に現在活動中の団体に実際に参加し、体験するといった活動を行いま

す。最終的に各自が今後の目標に向け、活動成果を発表する報告会を

開催するというものです。 

 川崎市の担当者から、平成１７年度については参加者のほとんどが

以前から地域活動に参加している人で、これから活動を始めようとす

る人が少なかったことが非常に残念だったと聞きました。今後の課題

は市民にわかりやすくもっと興味を持ち参加しやすい公募内容を検討

する必要があると考えられています。 

 

（２）高槻市 

 

 高槻市は大阪と京都の中間に位置し、人口約３５万人、面積１０５k

㎡の都市です。 

 平成１３年の第４次総合計画の中に「ボランティア・ＮＰＯ活動支

援プラン」の項目があり、公益活動の整備を行っています。平成１５

年に高槻市は、市民団体より要望のあった「市民公益活動サポートセ

ンター」を設立しました。そして、その運営を市民団体を母体とする

市民公益活動サポートセンター運営委員会に委託し、公益活動団体の

意見交流や作業所の場作りとシニアマッチング事業を主に行っていま

す。 
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 この「市民公益活動サポートセンター」が設置されたことにより、

市民が市民公益活動に参加しやすく、市が間接的に市民公益活動を支

援しやすくなっています。 

 今回は本研究に関わる事業として、その「市民公益活動サポートセ

ンター」で実施されている「シニアマッチング事業」と、市が主催し

「市民公益活動サポートセンター」が協力している「まちづくり塾」

を調査しました。 

 

○シニアマッチング事業 

 

 知識や技術をもつ５０歳以上の市民と、サポートを望んでいる２０

歳以上の市民を「市民公益活動サポートセンター」が仲介し、依頼者

の要望に応えるとともに、提供者の知識や技術を活かした社会活動へ

の参加を支援する事業です。 

 平成１６年度から高齢福祉課の委託事業として実施されており、現

在、提供会員数は１２２人、利用者は６０歳代の利用が多いとのこと

です。 

 依頼会員からの依頼内容は様々であり、マッチングするのかシルバ

図５－３ 市民公益活動サポートセンターに関わる各団体の関係  

高 槻 市  

市民公益活動サポートセンター  

市民公益活動サポートセンター運営委員会  

市民公益活動団体・市民  

活
動
・
支
援 

利
用
・
運
営
・
協
力

委
託 

協
力 
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③マッチ
ン グ （ 調

整）  
例 ） 趣 味 の

指 導 講 師 ・

パ ソ コ ン 等

②登録  

④技術       ⑤利用料

の 提 供       の 支 払

ー人材センター等他の関係機関に依頼すべきか、依頼内容をすばやく

把握する必要があります。また、提供会員は技術提供の継続性がある

のに比べ、依頼会員の依頼は単発的で一定の依頼件数を確保すること

が困難であるため、今後、営業的な活動をする必要があるとのことで

す。 

 

 

図５-４ マッチング事業イメージ 

 

○まちづくり塾  
高槻市と市民公益活動サポートセンターが協力してまちづくりに関

する講座を行っています。これをきっかけに２つのボランティア団体

が設立されました。５回目である今年の講座は、「団塊の世代」をター

ゲットにした「まちづくり塾」というボランティア・市民活動等への

参加を誘う入門的な講座を開催しました。「団塊の世代」の人々が今後

これをきっかけにボランティア団体に参加していくかが課題です。 

 

（３）三鷹市 

 

 三鷹市は、東京２３区の西側に隣接する人口約１７万人、面積１６．

５k ㎡の都市です。 

 昭和４０年代よりコミュニティ行政として積極的に市民参加を推進

し、先進的な取り組みが数多くあり、「団塊の世代」に限らず様々な事

業を市民主体で行っています。その活動は全７地区からなる住民協議

会が中心となって行われています。また、平成１３年には市民により

①登録  

提供会員  

依頼会員  
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一から作成された「第３次三鷹市基本計画」が策定されました。それ

により、平成１５年に地域の協働の中心となる「市民協働センター」

が設立され、様々な事業を行っています。 

 今回はその事業の中から、高齢者社会活動マッチング推進事業であ

る「いきいきプラス」と、高齢者就業機会創出支援事業である「わく

わくサポート」について調査しました。 

 

○いきいきプラス 

 

 事業内容は、高槻市のマッチング事業と同様です。事業主体は三鷹

市であり、事務局としてＮＰＯ法人「シニアＳＯＨＯ普及サロン・三

鷹」に運営を委託しています。 

 提供者の条件は、三鷹市在住、在勤、在学及び社会福祉協議会、ボ

ランティアセンター登録団体、シルバー人材センターなどの非営利法

人・団体などに所属していることとしています。依頼者は、豊富な経

験・知恵を有する高齢者に手伝ってほしいと考えている個人・グルー

プ・団体・企業となっており、必ずしも高齢者や三鷹市在住であるこ

とは問いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５ いきいきプラスに関わる各団体の関係 

 

 事務局は、両者の情報を登録し、両者のマッチングが行われるよう

支援します。現在の会員は６９０名、４年間の実績は提供１７８件、

依頼４０３件でした。マッチングするまでは、提供者と依頼者が直接

話をするのではなく、事務局が間に入り、きめ細かな仲介を行う必要

があるということです。 
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図５－６ いきいきプラスのイメージ 

 

○わくわくサポート三鷹 

 

概ね５５才以上を対象とした「無料職業紹介事業所」で、市区町村

が公益法人等を活用して、東京都がその経費の一部を補助する制度を

利用したものです。三鷹市は、この事業を積極的に推進することとな

り、協働推進者としてＮＰＯ法人「シニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹」

を指名しました。 

無料職業紹介事業は、国の認可取得が必要になります。そこで「シ

ニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹」は、この認可を取得し、「わくわくサ

ポート三鷹」として開業しました。 

 事業内容はハローワークと同じですが、今後、少子・高齢化の一層

の進展や年金支給開始年齢の引き上げによる高年齢者の就業ニーズの

高まり等を踏まえて行うものです。 
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図５－７ わくわくサポートに関わる各団体の関係 

 

この両事業の運営の委託を受けている「シニアＳＯＨＯ普及サロ

ン・三鷹」は、市民のパソコン勉強会より発展したＮＰＯ法人です。

現在はパソコン関係に限らず市の事業を請け負っており、マッチング

事業などの営業や利用者に対する指導など、市役所が手を出しにくい

ことができる団体として市と深く結びついているようです。 

 

６．アンケート調査 

  

地域活動について市民はどう考えているのかということを知る目的

で、アンケート調査を行いました。 

期間は平成１７年９月より１１月、対象は「団塊の世代」にとらわ

れることなく幅広い世代及び地域の人としました。その結果、回答者

の割合は、男女がほぼ同じ、市内の人は６割程度で、年齢層、職種と

も多岐にわたる６３名から回答を得ました。 

 問６～問８の考察を以下に記述し、他の資料については巻末に添付

することとします。 

 

 

 

 

 

 

（無料職業紹介所） 

わわ くく わわ くく ササ ポポ ーー トト

求   

職

支援 

求   

人

支 援  

 

連 携  

仕 事 を 探 し て い る 

元 気 な シ ニ ア の み な さ ん

人 材 を 探 し て い る 

企 業 ・ 団 体 の み な さ ん
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団

三

鷹

市

東
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～
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．
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。
 

□
男
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女
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２

．
あ

な
た

の
お

住
ま

い
の

地
域

を
教

え
て

く
だ

さ
い

。
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。
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図６－１ アンケート用紙 
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30才未満 30～39 40～49 50～59 60～69 70才以上

仕事を続けたい

仕事以外の活動

同じ分野の仕事

13%

違う分野の仕事

9%

特技・資格を活かし

た仕事

22%
地域に貢献出来る

活動

24%

生涯学習・趣味な

どの個人的な活動

23%

そこまで考えていな

い

6%

その他

3%

 問６の集計結果である図６-２を見ると、定年退職後も仕事をしたい

人が４４％、地域貢献、学習・趣味では４７％と、わずかですが仕事

より地域活動や生涯学習を希望する人が多くいます。 

 また年齢別に、図６-２で示した「仕事を続けたい」と「仕事以外の

活動」とに大別した図６－３を見ると、６０歳以上で「仕事以外の活

動」である地域貢献、学習・趣味の割合が多くなっている傾向があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－２ 問６ 

「仕事をやめた後、どのようなことがしたいか」の集計グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－３ 問６ 

「仕事を続けたい」「仕事以外で活動」の年齢別グラフ 

仕事以外  
の活動  

仕事を  
続けたい  
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90%

30才未満 30～39 40～49 50～59 60～69 70才以上

活動している

活動していない

地域の自治会・ＰＴＡ等の活

動

15%

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体での活動

13%

個人で行うﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動

14%

今までﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動に参加

しことはある

13%

していない

38%

その他

7%

 問７の集計結果である図６－４をみると、ボランティア活動したこ

とのある人が４０％、自治体・ＰＴＡを含めると５５％と半数以上い

ます。 

 また年齢別に、図６－４で示した「地域での活動をしている」「して

いない」に大別した図６－５を見ると、５０歳未満では地域活動をし

ていない人が多いが、５０歳以上でその割合が逆転する傾向が読み取

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－４ 問７ 

「定期的に行っている活動はありますか」の集計グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－５ 問７ 

 「地域で活動している」「していない」の年齢別グラフ 

地 域 で の 活 動

をしている  
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 問８の集計結果である図６－６を見ると、地域でのボランティア活

動に参加したいと考えている人の割合は実費支給を入れると６２％と、

ボランティア活動に興味のある人の割合は高いと言えます。 

また年齢別に図６-６で示した「参加に積極的」か「参加に消極的」

に大別した図６－７を見ると、５０歳以上で積極的に参加したい人が

多く、５０歳未満では少ないという傾向があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－６ 問８ 

「地域でのボランティア活動について、どのように考えていますか」の集計グラフ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－７ 問８ 

「参加に積極的」「参加に消極的」の年齢別グラフ 

 

参加に消極的  
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７．考察 

 

（１）本研究の対象とする年代 

 

 ここまで本市及び他市の取り組みを調査してきましたが、それらは

「団塊の世代」だけでなく広い範囲の市民を対象としたものです。 

 国の人口推計では世界でも例を見ない急速な高齢化が進行していま

す。今後、平成１７年から平成２７年までの１０年間で１５～２９歳

の若年層が約３８１万人も減少するのに対し、６０歳以上の高齢者が

約７２５万人も増加し、約３人に１人が６０歳以上の高齢者になりま

す。 

 労働人口においても、同じ１０年間で約５人に１人が６０歳以上の

高齢者になると見込まれています。それに対し、安定した雇用の確保

のために、平成１７年度から平成２４年度までの８年間で６５歳まで

段階的に定年を引き上げる高齢者雇用安定法が平成１６年に改正され

ました。そのため、今後定年退職する年齢が高くなり、６０歳を超え

ても働き続ける人はさらに増えていくことが予想できます。 

法改正から、２００７年問題は緩和される傾向にあると言えます。

しかし、今後高齢化社会が進展するに伴い、地域へ流入する人口は増

えつづけることは確実であり、地域の「人的資源」はますます豊富に

なります。そのため、「地域マンパワーの活用方法」を考えるには、２

００７年問題は地域社会へ貴重な人材が流入する始まりであり、今後

定年を迎える年代についても対象とする必要があると言えます。 

 

（２）地域活動への誘導 

 

 「シニア能力地域活用システム構想事業」を推進している川崎市で

は、現在事業が始まったところであり、岸和田市に近い位置付けであ

ると言えます。その事業は「団塊の世代」を中心に、多様な経験・知

識・能力を地域のために活用してもらうことを目的としています。す

ぐに成果の出る事業ではありませんが、平成１６年度の参加者の中か

らは、実際に市民活動団体も生まれています。 

 しかしながら、平成１７年度は参加条件を地域活動の中心となりた

い人としたことにより、参加者がすでに地域活動経験のある人が多く、

新たに始めようという人が少なかったということがあります。 
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 そのことから、行政が市民を地域活動へ誘導する仕組みを作り、参

加を促す際には、できるだけ気軽に参加してもらえるようにすること

が必要だと言えます。 

 

 

（３）市民が地域に関心を持つこと 

 

高槻市、三鷹市においては、従来より地域活動が盛んであり、行政

に対する市民参加も進んでいるという点が注目されます。両市とも市

民の意見を取り入れて策定された基本構想・基本計画などを元に地域

活動の核となる市民センター等が整備されており、その運営も運営協

議会等の市民主体の団体により行われています。  

また、今回視察したマッチング事業についても市からの委託により

運営されており、高槻市では市民団体、三鷹市ではＮＰＯ法人がその

委託先になっています。マッチングという性格上、既存のシルバー人

材センターやボランティアセンターのように公的な性格の団体での運

営がなじまないためですが、そのような事業を委託できる団体がある

ため事業化できたということでもあります。 

このようなことを考えると、他の先進都市の事業を参考とし本市に

取り入れる前に、そういった地域活動や行政への市民参加を誘導する

ことが重要だと言えます。 

 

（４）市民意識と行政の関わり方 

 

アンケート結果より、年齢を追うごとに地域での活動に興味がある

人の割合が増え、きっかけさえあれば多くの人が退職後も何らかの地

域活動をしたいと思っていることが分かりました。特に５０歳以上で

はもうすでに何らかの地域活動に参加している人の割合も多く見られ

ました。 

そんなやる気のある人々が地域のことを考え行動を起こすには何が

必要なのか考えるために、近畿大学理工学部の久隆浩教授の関ってい

る北千里の地域交流会にも参加しました。そこでは行政の関係者が主

導することなく、市民同士で活発なやり取りがされており、様々な経

験、知識のある人同士が意見交換を行っていました。 

そのことからも、行政が地域における市民の課題を的確に把握し感

じる仕組みとして、両者が立場を超えて情報交換する「交流の場」を
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つくることが重要です。ただその際には、どうすればその「交流の場」

に市民が参加してもらえるかということが課題といえます。 

 

８．提案 

 

 考察での結論を図にまとめると以下のようになります。 

 地域活動に参加するきっかけとして“還暦式”を提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８－１ 「協働」までの流れ 

 

（１）“還暦式”とは 

 

“還暦式”は対象を還暦を迎える人に絞ることにより、同窓会のよ

うな気軽な気持ちで多くの市民に参加してもらう式典です。そのイメ

ージは成人式と似ていますが、“還暦式”には、シニアに何かアピール

をしたいと考えている、岸和田市で活躍する様々な個人・団体・企業

などに参加してもらうことが必要です。活動内容の報告や募集、生涯

学習の体験学習、就業に関する相談など、アピールしたいことを自由

に行ってもらい、“還暦式”という場をうまく活用してもらえば今後の

活動に繋がっていくと思います。そして、“還暦式”で生まれたネット

ワークをもとにして、地域での活動を始めるきっかけとなっていくこ

とが期待できます。 

また、ネットワークの広がりという観点からも、同級生というのは

大きなポイントになると考えられます。 

①きっかけ 

やる気のある「団塊の世代」にきっかけを与える。

②交流の場  

ネットワークの形成・地域活動。  

市民と行政との問題意識の共有。  

③市民と行政の「協働」  

還暦式  
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（２）“還暦式”の案 

 

 以下に、“還暦式”と、類似の式典として成人式との比較を行いまし

た。“還暦式”については、成人式とは性格が異なり単純に比較するこ

とは困難かもしれません。しかし、式の性質上、岸和田市の企業、商

店街に協賛してもらったり、その他市民団体なども含めて自由に活動

してもらえる場として考えていますので、成人式並みのコストで開催

できる式典とすることが可能であると考えます。また、継続すること

も重要ですので、無理な運営は極力避ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８－２ 還暦式会場配置イメージ 

 

 

◆◆平 成 ○○年  岸 和 田 市 還 暦 式 のご案 内 ◆◆
岸 和 田 市 では、下 記 のとおり還 暦 を迎 えた皆 様 をお祝 い

する式 典 を開 催 いたしますのでご案 内 申 し上 げます。 
な お 、 当 日 は 、 ご 家 族 の 方 々 も 入 場 し て い た だ け ま す の

で、お誘 い合 わせのうえ、お気 軽 にご来 場 ください。 
記  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
お問 合 せ先  
岸 和 田 市 役 所 ○○部 ○○課  Tel：0724-23-2121（内 線 ○○）

 

平 成 ○○年 度  岸 和 田 市 還 暦 式  

還 暦 式 にご参 加 いただける方 は、参 加 人 数 の把 握

のため、お手 数 ですがこちら側 の返 信 用 ハガキにご記

入 の上 ポストにご投 函 ください。 

 
・ 住  所  岸 和 田 市                   

・ 氏  名                          

・ 本 人 以 外 のご家 族 様 の参 加 人 数      人  

・ 自 由 意 見 欄  

 

図８－３ 案内状イメージ 

１．日  時  平成○○年○月○日（  ）  
○○時○○分～○○時○○分  
（○○時 ○○分 ～大 ホール前 にて受 付 ）

２．会  場  浪切ホール  
３．対象者  昭和○○年 4 月 2 日から翌年 4 月

1 日までに生まれた岸和田市民  
４．内  容  記念式典  

○○○○氏による記念講演会  
還暦のつどい（同窓会コーナー／
岸 和 田 市 内 の 各 団 体 に よ る 展 示
会・体験コーナー／就職相談コー
ナ ー な ど の 各 種 ブ ー ス を ご 自 由
にお楽しみください） 

５．主  催  岸和田市役所○○部○○課／岸和
田市還暦式運営委員会 

６．協賛団体  ○○○○○○○○ 

出入口

受
付
・
案
内 

団体案内・体験コーナー 

講演会場 

作品展示・販売コーナー 

同
窓
会
コ
ー
ナ
ー 

喫茶・軽食コーナー

親子広場 
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成人式との比較 

 還暦式（案） １７年度成人式 

趣旨 

６０歳を迎えるにあたり、第

２の人生を祝福する場だけ

ではなく、様々な目的で利用

してもらう。 

「成人の日」を迎えるにあた

り、本市在住の新成人を招待

し、成人としての認識を深め

ることを促し、前途を祝福激

励する場とする。 

開催場所 浪切ホール 岸和田市総合体育館 

昭和○○年４月２日から翌

年４月１日までに生まれた

人 

昭和５９年４月２日から昭

和６０年４月１日までに生

まれた人 
対象者 

※対象者の家族も同伴で参

加できます。 

※ 案内状は送付しません

が、市内在住の該当する人な

らどなたでも参加できます。 

主催 
岸和田市 岸和田市、岸和田市教育委員

会、岸和田市選挙管理委員会 

協賛 

岸和田商店街、各企業、ハロ

ーワーク、社会福祉協議会、

商工会議所 

岸和田市青少年問題協議会、

岸和田市町会連合会、岸和田

市青少年指導員協議会、 岸

和田市こども会育成連絡協

議会、岸和田市青年団協議

会、岸和田市明るい選挙推進

協議会、岸和田市人権啓発推

進協議会 

第１部 式典 １．開会 

２．主催者代表挨拶 ３．来

賓祝辞 ４．登壇者紹介  

第１部 式典 １．開会 

２．主催者代表挨拶 ３．来

賓祝辞 ４．登壇者紹介  

第２部 アトラクション 第２部 アトラクション 

内容 
第３部 還暦式集い 

同窓会コーナー／岸和田市

内で活躍中の各団体による、

団体案内・作品展示・販売・

体験コーナー／○○氏によ

る記念講演会 

 

イベント もちつき（岸和田

市青少年指導員協議会） 

 該当者  
約１４００人（「団塊の世代」

合計は約４０００人） 

２，１９９人 

 参加者   １，８２０人 

 参加率   ８２．８％ 

概  算  費  用 

アトラクション等 １５０万円 ４１万円 

広報費 １５万円  

記念品、パンフ等 ６８万円 １０７万円 

郵送料 １４万円  

警備等 １３万円 ２０万円 

費用合計 ２６０万円 １６８万円 
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（３）“還暦式”の目的 

 

市民の一人ひとりには、個々の考え・知識・経験、また同じ市内で

あっても住む地域により横のつながりにも違いがあります。また「団

塊の世代」に限らず、今まで会社などに勤めていた人は地域の中での

横のつながりというものがない人々も多いと考えられます。地域活動

を一人で行うには限界があり、地域での課題を共有し一緒に活動でき

る人々と共に行動することが重要です。しかし、退職を迎え、いざ何

か始めようと思ってもそんな人々をつなぐネットワークがないのです。 

行政が無理にその人々に働きかけても、「協働」できるような活動ま

で発展することは難しいと言えます。特に行政との「協働」といった

活動については、市民が行政と同じ問題意識を共有せずに、行政側か

らの働きかけのみで市民が行動を起こすといったことは考えにくいと

いえます。 

アンケートの結果から、潜在的には多くの人が地域活動に対する意

欲を持ち、何かのきっかけで行動に移せる可能性が大きいと言えます。

そのためのきっかけとして“還暦式”は非常に有効だと考えます。 

 

（４）“還暦式”の課題 

 

“還暦式”の課題は、いかに多くの方に式に参加してもらい、継続

していくかということです。一人では参加しにくいという人のために、

家族そろって参加してもらえるように参加者の幅を広げたり、参加者

の中から今後の“還暦式”の運営についての企画を出してもらえるよ

うな仕組みをつくるなど、様々な手法により参加・継続を促す必要が

あります。市民主体の活動という観点からも、“還暦式”に関して行政

は最初のきっかけの場を提供するのみにとどまり、あとは市民の自主

性に任せるということも必要です。そうすることで行政側の関与を必

要最小限にとどめることができ、なおかつ、市民が地域活動へと積極

的に参加してもらうきっかけとして有効な手段となるのではないでし

ょうか。 

 

（５）“還暦式”の後 

 

“還暦式”は図８－１でもわかるように、将来の「協働」につなが

る最初に位置します。その後は、地域単位での活動に参加してもらえ
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るような「交流の場」を作ることが必要です。それぞれの地域の中で

困っていることや、それに対処できる技術や知恵を出し合うなど、月

に一回地区公民館を開放して自由に話をしてもらうという手法が有効

だと思います。 

また、“還暦式”の際、普段身近に感じている問題、または逆に自分

の特技をカードに記入してもらっておくことで、地域内での活動に活

かすことができると思います。さらに、そういった情報の管理をした

り「交流の場」運営や地域活動を行うため、行政による地域社会に対

するサポートも欠かせません。 

 

９．おわりに 

 

岸和田市で今計画、実施されている事業を見ると、今回のテーマで

ある「地域マンパワーの活用方法」に対して有効な事業もたくさんあ

ります。しかし、視察した先進地域は行政主体ではなく、市民主体に

よる地域活動が盛んであるということが根底にありました。そのこと

からも、市民と行政が「協働」するにはまず、市民に積極的に地域の

ことについて興味を持ってもらい、地域活動へ結び付けてもらうこと

が必要です。 

今回提案した“還暦式”は、参加した人々にさまざまな活動に積極

的に参加してもらうきっかけづくりの手法であると考えます。 

これから定年退職を迎える多くの市民が、経験や知識を活かした地

域活動を積極的に行ってもらうため、行政としてできることはスムー

ズに地域活動へ参加できるようなきっかけをつくることではないでし

ょうか。 



 28

男

53%

女

47%

30歳未満

15%

30～39歳

32%

40～49歳

12%

50～59歳

8%

60～64歳

12%

65～69歳

12%

70歳以上

9%

設立運営の支援

36%

既存団体の活用

47%

施設提供程度

6%

必要なし

7%

その他

4%

岸和田市

59%

岸和田市以外の大阪府内

32%

その他の都道府県

9%

昭和20年代

13%

昭和30年代

8%

昭和40年代

17%

昭和50年代

25%

昭和60年代以降

37%

会社員

14%

公務員

28%

会社役員

3%自営業

9%

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ

14%

無職

17%

学生

6%

その他

9%

≪アンケート資料≫ 

 単純集計の結果をグラフ化してあります。（問６～８は本文参照） 

問１． あ な た の 性 別 を 教 え て く だ さ い 。             問２． あ な た の お 住 ま い の 地 域 を 教 え て く だ さ い 。  

 
 
 
 
 
 
 
 

問３． 問 ２ で お 答 え い た だ い た 地 域 に              問４． あ な た の 年 齢 を 教 え て く だ さ い 。  
     お 住 ま い に な っ た 時 期 を 教 え て く だ さ い 。  

 
 
 
 
 
                           
 
問５． あ な た の 職 業 を 教 え て く だ さ い 。             問９． ボ ラ ン テ ィ ア に 対 す る 行 政 の 支 援 方 法  

                                  に つ い て ど の よ う に 考 え ま す か 。  

 
 
 
 
 
 
 
問１０． こ れ ま で の 問 に お 答 え い た だ い た う え で の ご 意 見 や 、  

     地 域 と 行 政 の 関 わ り 方 に つ い て の ご 意 見 な ど が あ れ ば お 聞 か せ く だ さ い 。  

（自由意見欄抜粋）  

・ ボランティア団体等に関する情報提供が必要  

・ 行政は地域での活動に積極的に関与するべき  

・ 自治体職員も地域活動に参加するべき  

・地域活動はボランティアに限らない  
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平成 17 年度 行政課題研究 研究員名簿 

 

  地域マンパワーの活用方法   
氏  名 所  属 役  割 備  考 

原 英臣 都市整備部公園緑地課 リーダー  

秦 威夫 下水道部下水道整備課 サブリーダー  

正保 靖之 建設部街路課 記録係  

今口 佳子 市民生活部保険年金課 メンバー  

前田 英子 総務部市民税課 〃  

 
 

「行政課題研究」研修について 

 

１．研修の目的 

  ○問題解決能力の向上を図る 

  ○政策形成能力の向上を図る 

  ○表現（プレゼンテーション）能力の向上を図る 

  ○調査研究のための手法を習得する 

 

２．研修の課題 

  調査研究の成果と本市の現状を踏まえ、即実践可能な政策提言を行う。 

  （研究成果発表会を行い、行政課題研究報告書を発行する。） 

 

３．研究テーマ 

  ３つの中から、テーマ調査票により（Ａ）に決定した。 

  （Ａ）「地域マンパワーの活用方法」 

  （Ｂ）「職場のナレッジ・マネジメント」 

  （Ｃ）「自治体のメディア戦略」 

 

４．研修対象者 

  原則として、採用７年以上、または、年齢 30 歳以上の一般職員（事務職・

技術職）とし、部長推薦により、５名の研修生の決定を行った。 
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５．研修を進めるにあたっての注意事項 

 ・時間内の活動については、所属長、担当長の許可を得てください。 

 ・時間外の活動については、自主研修です。超過勤務手当の対象とはなりま

せん。振替等も行いません。 

 ・グループ研究会等、活動ごとに「グループ報告書」を人事課に提出してく

ださい。 

 ・出張旅費、高額図書の購入については、人事課人事能力開発担当にご相談

ください。 

 

６．活動実績 

 グループ報告書の提出のあった日時をとりまとめたもので、これ以外にも、

自主的な研究活動を行っている。また、発表会終了後は、研究内容に更なる検

討を加え、報告書として研究成果をとりまとめた。 

 

日 時 概   要 日 時 概   要 

6/22(水) 
13:00～14:30 

開講式（オリエンテーショ

ン、テーマ解説等） 
9/21(水) 

13:00～16:40 
グループ研究 

7/5(火) 
9:30～12:00 

グループ研究 
9/28(水) 

13:00～16:00 
   〃 

7/21(水) 
13:00～16:30 

   〃 
10/4(火) 

13:00～16:00 
   〃 

7/28(水) 
13:00～17:00 

   〃 
10/12(水) 

9:30～12:00 
   〃 

8/3(水) 
9:30～11:30 

   〃 
10/14(金) 

13:00～16:00 
   〃 

8/10(水) 
13:00～16:00 

   〃 
10/18(火) 

13:00～14:30 
   〃 

8/17(水) 
13:00～18:30 

   〃 
10/20(木) 

13:00～17:15 
   〃 

8/24(水) 
9:30～11:30 

   〃 
10/26(水) 

13:00～16:30 
   〃 

8/31(水) 
9:30～11:30 

   〃 
10/26(水) 

13:00～16:30 
ヒアリング 
近畿大学 久教授 

9/7(水) 
13:00～17:20 

   〃 
11/2(水) 

13:00～17:00 
グループ研究 



 35

日 時 概   要 日 時 概   要 

11/3(祝) 
19:00～21:00 

千里地区のラウンドテーブ

ル視察 
11/28(月) 

17:30～21:00 
グループ研究 

11/4(金) 
17:30～21:00 

グループ研究 
11/29(火) 

17:30～20:00 
   〃 

11/7(月) 
17:30～20:30 

   〃 
11/30(水) 

17:30～20:30 
   〃 

11/9(水) 
13:00～16:30 

   〃 
12/1(木) 

17:30～20:00 
   〃 

11/10(木) 
13:00～16:00 

高槻市視察 
12/2(金) 

17:30～20:30 
発表会の準備 

11/10(木) 
13:00～15:30 

川崎市視察 
12/5(月) 

13:00～14:00 
   〃 

11/11(金) 
9:30～12:00 

三鷹市視察 
12/6(火) 

13:00～14:00 
研修発表会 

11/11(金) 
13:00～16:30 

シニア SOHO 普及サロン・

三鷹視察 
12/22(木) 

13:00～15:00 
報告書の作成 

11/11(金) 
13:00～16:30 

(株)まちづくり三鷹視察 
1/6(金) 

13:00～17:00 
   〃 

11/14(月) 
17:30～21:00 

グループ研究 
1/13(金) 

13:00～17:00 
   〃 

11/15(木) 
10:00～12:00 

プレゼンスキルアップ研修 
1/20(金) 

13:00～17:00 
報告書の修正 

11/16(水) 
13:00～15:30 

グループ研究 
1/27(金) 

13:00～17:00 
   〃 

11/18(金) 
17:30～20:00 

   〃 
2/9(木) 

13:00～17:00 
   〃 

11/21(月) 
17:30～20:40 

   〃 
2/15(水) 

13:00～17:00 
   〃 

11/22(火) 
17:30～20:30 

   〃 
2/24(金) 

13:00～16:30 
   〃 

11/24(木) 
17:30～21:00 

   〃 
2/24(金) 

13:00～16:30 
   〃 

11/25(金) 
17:30～21:00 

   〃   
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「行政課題研究」研修テーマ一覧 

第１回（昭和 63 年度） 

・ 「国際化社会への対応」 

・ 「岸和田らしいまちづくり」 

・ 「民間活力の導入方法」 

・ 「市民参加システムの具体的な体系化」 

・ 「岸和田の産業構造に関する調査研究」 

 

第２回（平成元年度） 

・ 「岸和田らしいまちづくり」 

・ 「第３セクター方式の検討」 

・ 「ボランティアと行政」 

・ 「お役所言葉を見直してみる」 

 

第３回（平成２年度） 

・ 「ゴミと資源保護」 

・ 「余暇時代の到来と市民生活」 

・ 「放置自転車問題」 

・ 「岸和田のみどり」 

 

第４回（平成３年度） 

・ 「高齢化社会への対応」 

・ 「行政事務の効率化と市民サービス」 

・ 「行政における文化性の向上」 

・ 「きしわだ祭と観光」 

 

第５回（平成４年度） 

・ 「岸和田の環境保全」 

・ 「水辺を生かしたまちづくり」 

・ 「市民の健康と医療」 

・ 「駐車場問題」 

 

第６回（平成５年度） 

・ 「市役所さわやか作戦」 

・ 「コミュニティーと職員参加」 

・ 「働きやすい職場づくり」 

・ 「これからの人材育成」 

 

第７回（平成６年度） 

・ 「２１世紀の行政」 

・ 「岸和田のリストラ（再構築）」 

 

第８回（平成９年度） 

・ 「子どもに快適なまちづくり」 

・ 「高齢者に快適なまちづくり」 

・ 「障害者に快適なまちづくり」 
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第９回（平成 10 年度） 

・ 「エコ社会と公共施設」～公共施設の省エネを考える～ 

・ 「イベントのリニューアル」～イベントの活性化～ 

 

第 10 回（平成 11 年度） 

・ 「公共施設のコスト管理」～公共施設のコスト・パフォーマンスを考える～ 

・ 「行政サービスアップ行動計画」～行政サービスのより一層の向上のためには～ 

 

第 11 回（平成 12 年度） 

・ 「公共施設のコスト管理 ＰＡＲＴⅡ」 

・ 「行政サービスの受益と負担」 

 

第 12 回（平成 13 年度） 

・ 「自治体とＩＳＯ」（２グループ） 

 

第 13 回（平成 14 年度） 

・ 「人口減少と自治体経営」 

・ 「市民協働による花とみどりのまちづくり」 

 

第 14 回（平成 15 年度） 

・ 「分かりやすい予算書づくり」 

・ 「岸和田のブランド戦略」 

 

第 15 回（平成 16 年度） 

・ 「都市間競争と行政サービス」 

・ 「安全・安心のまちづくり」 
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次     第 

 

平成 17 年 12 月６日（火）職員会館 大会議室 

 

 

１．開会にあたって（13：00～13：05） 

 

 

２．行政課題研究研修発表（13：05～13：30） 

「地域マンパワーの活用方法」～協働の視点から地域の人的資源を考える～ 

 昭和 22（1947）年から昭和 24（1949）年にかけて生まれた「団塊の世代」が 60 歳の

定年退職を迎えるという社会的変化（いわゆる「2007 年問題」）に注目が集まっている。 

 この 2007 年問題について、全国の企業を対象に行った厚生労働省の調査結果による

と、従業員規模の大きい企業ほど危機感を強めていることもわかった。 

 300 万人いるといわれている「団塊の世代」が定年退職を迎えると、大量の人材が労

働市場から姿を消すことになる。それは地域に大量の人材が流入することを意味する。 

 「地域デビュー」する人たちにこれまでの知識と経験を活かして地域活性化のため

に活躍してもらう場をどのように設定するのかが地域の課題となっている。その課題

解決のために、地域への行政の関わり方を協働の視点から調査研究し、実践的な提言

を行う。 

 

【メンバー】 

原  英臣 （公園緑地課・リーダー） 

秦  威夫 （下水道整備課・サブリーダー） 

正保 靖之 （街路課・記録係） 

今口 佳子 （保険年金課） 

前田 英子 （市民税課） 

 

 

第 16 回「行政課題研究」研修発表会 

及び 

先進都市等視察研修報告会 
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３．行政課題研究総評（13：30～13：40） 

 

 

４．先進都市等視察研修報告（13：45～13：55） 

○「青少年の居場所」 

視察先：ゆう杉並（東京都杉並区）／ホワイトキャンパス（岩手県水沢市） 

 

【メンバー】 

山岡 邦章 （郷土文化室） 
鴨 都弥世 （保険年金課） 

泉元 利夫 （人事課） 

 

 

５．先進都市等視察総評（13：55～14：00） 
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「行政課題研究」研修 アンケート集計結果 

 

○発表内容についての評価（各項目 10 点、総合計 100 点） 

評 価 の ポ イ ン ト 平 均 点 

1-1 本市の現状について、適切な分析をしているか 7.4 

1-2 職員・市民の視点から問題を発見しているか 7.3 

2-1 明確な理念、目標が語られているか 7.8 

2-2 問題解決の方針、方向を明らかにしているか 7.4 

3-1 一般論に終わらず、具体性のある提言やイメージ 

   を提示しているか 
7.9 

3-2 模倣でなく、独自の発想または応用をしているか 8.0 

4-1 市民に受け入れられ、賛同を得られるか 7.4 

4-2 専門用語を羅列せず、誰にでもわかる表現になっ 

   ているか 
8.3 

5-1 費用に見合う十分な効果が得られるか 6.9 

5-2 予想される障害などへの対策を考えているか 6.1 

合 計 点 74.5 

 

○発表の方法・態度・チームワークについて 

 

 ・わかりやすい説明でした。チームワークも良く、短い時間でスムーズに発表して

いたと思います。 

 ・原稿を読み上げているだけで、ある程度、感情を込めてもよかったのではないか？

                                  など 

 

 

○感想、意見等グループに一言 

 

 ・忙しい職務のなかでの研究は大変だったと思います。団塊世代の退職には、マイ

ナスイメージが強かったのですが、地域にすばらしい人材が流入するチャンスで

もあり、それを活かす手助けをするのが行政であるという点を認識することがで

きました。 

 ・還暦式は是非やったらいいと思いました。その歳ぐらいの両親がいるので、その

年代の人が生き生きと、何かに取り組めたり、人と接したりするのは、希望する

ことです。きっかけを与えるのは、行政の重要な仕事の一つだと改めて感じまし

た。 

 ・地域の人的資源、マンパワーの実態、本市の既存の取組みについての分析が少な

かったように思います。市民協や町会、各種団体等、本市には様々なマンパワー

があります。それらの有効活用と単発のイベントだけではネットワークはなかな

か育っていきません。継続的なフォローなどの手法の提案も欲しかったかなと思

います。 

 ・実現に向けて、この発表にとどまらず続けていって欲しい。 

 ・地域にもどってきてもらうということで、60 歳に還暦式をというのは良いと思う

が、積極性のある人のみになりそうで、ほかの人はどうしたらよいのか問題があ

るように思う。 

                                  など 
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「行政課題研究」研修   評価とアンケート 

グループ  テーマ  

 

○発表内容について、各項目10点、総合計100点満点で評価してください。 

評 価 の ポ イ ン ト 評    点 

１ 現状分析 

① 本市の現状について、適切な分析をしているか。               点 

② 職員・市民の視点から問題を発見しているか。               点 

２ 戦略性・方向性 

 ① 明確な理念、目標が語られているか。               点 

 ② 問題解決の方針、方向を明らかにしているか。               点 

３ 具体性・オリジナル性 

① 一般論に終わらず、具体性のある提言やイメージ

   を提示しているか。               点 

②模倣でなく、独自の発想または応用をしているか。               点 

４ 市民感覚 

 ① 市民に受け入れられ、賛同を得られるか。               点 

② 専門用語を羅列せず、誰にでもわかる表現になっ

   ているか。               点 

５ 経済性・実現性 

 ① 費用に見合う十分な効果が得られるか。               点 

 ② 予想される障害などへの対策を考えているか。               点 

                    合 計 点 
 

              点 

 

○発表の方法・態度・チームワークについてはいかがでしたか。 

 

 

 

 

 

 

○ご感想、ご意見等グループに一言お願いします。 

 

 

 

 

 

調査票



 

平成 18 年 3 月発行 

 

〒596-8510 

大阪府岸和田市岸城町７－１ 

岸和田市役所 市長公室人事課 

t e l：0724-23-9412（直通）




